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音バリアフリーの現状と課題*
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1. は じ め に

平成 19年春季研究発表会でのスペシャルセッ
ション「音バリアフリーの実現を目指して」の実施
に関連して，“音バリアフリー”のとらえ方が音響
学会での所属する分野によって様々であることが
音バリアフリー調査研究委員会で議論された。そ
の結果，“音バリアフリー”に関するコンセンサス
を構築すべく，まず各研究分野で「音バリアフリー
に関する研究あるいは課題であると考えられるこ
とが，どのようになっているか」を担当者を決め
て調査することとし，その結果を聴覚研究会の賛
同を得て企画した研究会で報告することとした。
この解説論文はこれらの報告 [1]を，各担当委
員が「音バリアフリーに関係することがらを網羅
して全体をながめることができるように」それぞ
れの報告を圧縮して記述すると共に，議論を通し
て明らかになりつつある音バリアフリー実現のプ
ロセス，及び調査研究委員会の活動方針について
とり纏めたものである。
以下の文中で執筆担当者が明確である場合には，
節の最初あるいは当該パラグラフの最後に担当者

∗ Existing technologies and issues surrounding barrier-
free acoustic environments.

∗1 Sadayuki Ueha (Tokyo Institute of Technology,
Yokomhama, 226–8503)

∗2 Takayuki Arai (Sophia University, Tokyo, 102–8554)
∗3 Kiyohiro Kurisu (TOA Corp., Takarazuka, 665–

0043)
∗4 Kenji Kurakata (National Institute of Advanced In-

dustrial Science and Technology, Tsukuba, 305–
8566)

∗5 Shinichi Sakamoto (Otodesigners Co., Ltd., Wako,
351–0104)

∗6 Hisao Nakamura-Funaba (Acoustic Environment

Design Coordinator, Tokyo, 146–0092)
∗7 Hiroshi Sato (National Institute of Advanced Indus-

trial Science and Technology, Tsukuba, 305–8566)

名が記載してある（上羽）。

2. 音バリアフリーの考え方と研究対象

「バリアフリー」という用語は，“大辞泉”によ
ると「障害者や高齢者の生活に不便な障害を取り
除こうという考え方」と定義されており，この定
義に従うと「音バリアフリー」と限定された場合
には，「音に関わることで障害者や高齢者の生活
に不便な障害を取り除こうという考え方」になる。
もっとも最近では「障害者や高齢者の」の限定を
のぞき「障害者，高齢者及び健常者が快適な生活
ができる設計」ということで「ユニバーサルデザ
イン」という用語も使用されている。
以下にこの論文で使用する音バリアフリーに関

する荒井の定義 [2]を紹介する。
音情報を含む情報の送受を表したのが図–1であ

る。情報の送り手は何等かのメッセージを音や文
字などあらゆる形態で情報発信する。その情報は
そのまま伝送される場合もあれば，送り手側で一
度別の情報の形態に変換された後に伝えられるこ
ともある。受け手側も同じであり，情報は変換さ
れず，あるいは変換されて，最終的に音や文字，そ
の他の形態で受け取られる。送り手や受け手は人
間である場合のほか，機械であることもある。こ
の送受のどこかにバリアが存在する場合，それを
回避あるいは除去するのがバリアフリーであり，
音に関するバリアフリーが「音バリアフリー」と
なる。このような考え方のもと，音バリアフリー
を大きく分けると，A：聞こえに関するもの（受
け取る音のバリアフリー），B：音声発話に関する
もの（発する音のバリアフリー），C：その他「音」
で補償できるもの（音でバリアフリー）という三
つのカテゴリに分かれる [2]。音情報を補償するも
のに限定すれば，それはいわば「狭義の音バリア



724 日本音響学会誌 63 巻 12 号（2007）

図–1 荒井 [2]によるコミュニケーションにおけるメッセージ送受のイメージ図

フリー」と言え，カテゴリ Aに対応する（荒井）。
また，全研究分野からみて，バランス上カテゴ
リAとBを一つのカテゴリ「音 “の”補償」とし，
このカテゴリと「音 “で”補償」するカテゴリ C
とに大別する場合もある。
また，これらの分類とは別に対象による分類も
ある。すなわち，音バリアフリーを実現する対象
が個人の装着する器具，装置等である場合と，音
バリアフリーを実現する手段及び対象が空間及び
そこにおける器具・装置の配置などの環境である
場合に大別することもでき，先の分類とはそれぞ
れ横軸，縦軸に対応させることができる（上羽）。

3. 音バリアフリーに関わる各研究分野の現状

以下に各研究分野の現状と課題を述べる。

3.1 音声に関わる音バリアフリー（荒井）

3.1.1 聴覚情報の受信にバリアがある場合

より聞き易い音に変換して（聴覚情報として）
受け取る場合と，視覚情報や触覚情報など聴覚情
報以外に変換して情報を受け取る場合に大別され
る。音声情報をより聞き易く変換する補聴技術は
補聴器に代表されるが，身体に装着することを前
提としている（3.3節参照）。その他に音声信号を
送信する側あるいは拡声する側で行われる補聴処
理技術もある。例えば，PA（public address）シ
ステムを用いた構内放送において，高い音声明瞭
度を確保するための前処理技術 [3–6]である（3.2
節参照）。いずれの場合にも，高齢者や聴覚障害者
のためにいかに聞き易い音声受聴環境を作るかが
大きなテーマであり，雑音・残響対策や話速制御
を含め取り組む課題も多い（3.4節参照）。（カテ
ゴリ A）

3.1.2 聴覚情報を視覚情報に変換して補償する

場合

代表的なものは，音声情報を文字情報に変換す
ることであるが，映画や TV放送における字幕も
音声・文字変換の代表例であり，生中継番組や舞
台，会議など実時間性を要求される場合も多い。
自動音声認識を用いた字幕付与はその自動化に大
きく貢献しているが，誤認識にどう対応するかが
課題の一つとなっている。（カテゴリ A）

3.1.3 情報を触知によって補償する場合

例としては，（機械による伝達方式を含めた）点
字や指点字，音声信号を皮膚刺激に変換するタク
タイルボコーダ [7]などがあり，さらなる技術開
発に期待したい。（カテゴリ A）

3.1.4 メッセージの送り手が音声を発話するこ

とにバリアがある場合

そのバリアフリーの形態として音で補償する場
合と，音を使わない場合があり得る。喉頭がんな
どによる喉頭摘出者が，声を取り戻すために開発
された補綴器具が人工喉頭である [8]。食道発声の
音質を改善する補助装置も開発されている [9]。い
ずれも韻律制御等が一つの鍵となっている。身体
に装着しない形態として，音声合成を用いた音声会
話のコミュニケーション支援装置（VOCA, voice
output communication aid）がある。喉頭摘出者
のほか，筋萎縮性側索硬化症（ALS）の患者などの
コミュニケーション支援となる。素片接続型音声
合成ではある話者の肉声に近い合成音，あるいは
失声する前の自分の声を使った音声合成も可能で
あり，話者性に加えて感情などのパラ言語的・非
言語的情報をいかに重畳するかが課題となってい
る [10]。「音を使う部分だけ他者が代行し，利用者
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は音を使わずにコミュニケーションが可能となる」
複合的な形もある。例えば，電話サービスの一つ
として，利用者が文字テキストで送ったメッセー
ジをオペレータが音声で仲介し，相手が音声で返
答したものをオペレータが再び文字テキストに変
換して返すといった形式である（TDD, telecom-
munication device for the deaf）。文字の代わり
に画像を使えば，手話画像の送受信も可能となる。
（カテゴリ B）

3.1.5 視覚にバリアがある場合

視覚情報を音声で補償することが有効であり，
TTS（text-to-speech）技術を用いた音声読み上
げがその例である。今日，webpageの音声化は重
要なテーマになっており，音声読み上げ時の使い
易さも考慮したレイアウト（画面構成）や，画像や
機能ボタンなど文字情報以外をどのように音声で
解説するかなど，アクセシビリティが課題となっ
ている。使用者が機器を正しく使うための情報を
伝える目的で発せられるのが報知音であるが（3.3
節参照），より複雑な内容を伝えるには音声による
案内が適している。報知音は JISによるガイドラ
インが整備されている一方，音声案内に関しては
課題となっている。視覚障害者のために言語化が
難しい視覚情報も音声に変換することは重要であ
るが，例えば情景描写を自動化することはかなり
難しく，人間の能力を最大限活用することになる。
印刷物を音声化する場合，文字から音声への変換
をしなくてすむように印刷物の上に文字コードを
印刷する技術も開発されている。SP コードはそ
の一例であり，本文と同じ内容が音声でも聞ける
ユニバーサルデザインになっている [11]。肢体不
自由者が音声で PC入力を行ったり，機器の操作
を行ったりする例もある [12]。音声による車椅子
の操作の例もあるが [13]，自動音声認識の誤認識
による事故をいかに防ぐかが課題となる。
コミュニケーションのバリアは身体的能力に留
まらず，言語・文化・価値観・知識・経験なども障
壁となることから，今後は「ユニバーサル・コミュ
ニケーション」も視野に入れる必要があろう [14]。
（カテゴリ C）

3.2 電気音響分野の音バリアフリー（栗栖）

3.2.1 情報の迂回経路

情報伝搬経路上にバリアがあり，それが排除で
きなければバリアを迂回することを考えるだろう。

図–2 情報伝搬経路の例∗

また，音情報のままバリアを迂回できないとき，情
報の形態を（例えば視覚情報に）変えて伝送する
ことを考えなければならない。
図–2では，音及びその他の情報（ここでは視覚

情報）が受信者に到達するまでの伝搬経路：
1. 人間の感覚器に直接到達する経路（ 1©→ 2©，

5©→ 6©），
2. 電気信号として伝送され，元と同じ情報形態で
人に与えられる経路（ 1©→ 3©， 5©→ 7©），

3. 元と異なる情報形態で人に与えられる経路
（ 1©→ 4© 7© 8©， 5©→ 8© 3© 4©），

を例示している [15]。
図–2から分かるとおり，電気音響の機器や技術

は，情報を迂回させる電気的な迂回経路を実現す
ることで，音に関するバリア解消に貢献している。
ここでいうバリアとは聴覚障害だけでなく，遠

距離で直接音が届かない，暗騒音や残響のため音
声が不明瞭になっている，といったものも含まれ，
障害者，健聴者それぞれにとって何等かの情報伝
達バリアがあるときの，迂回経路を例示したもの
である。
以下，伝搬経路の収音系，情報の加工，出力系

における電気音響技術の事例を示す。

3.2.2 収 音 系

暗騒音や残響のある場や，複数話者の発話から
所望の音声を選択的に収音する技術として，近年，
ノイズサプレッサ，残響抑圧，ブラインド音源分
離などの高度な信号処理技術を応用した収音系が，
実用に近い段階にある。

∗図–2は情報の受信者から見た伝送経路で，発信者の観点
は省略しているが，図–1では発信者，受信者それぞれの
立場から見た情報伝搬経路を示している [2]。
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3.2.3 情報の加工

フィルタやイコライザのような線形処理で音声
を聞き易くするだけでなく，定常部抑圧法 [3, 4]や
子音強調 [16]，話速変換 [17]，そしてリクルート
メント現象を補償するといった非線形処理 [18]が
なされている。

3.2.4 出 力 系

スピーカから音波として出力する以外に，伝音
性難聴のための骨導音や人工内耳が実用化されて
いる。補聴器は収音，加工，出力のすべてを担当
する小型機器であると言える（3.3節参照）。
また，音の放射に指向性を持たせたり，多チャン
ネル出力による音場制御により，音が聴こえる領
域とそうでない領域とに空間を分けることで，視
覚障害者を誘導する試みがなされている [19]。

3.2.5 技術群としての電気音響技術

以上のとおり電気音響の技術は情報源から受信
者に至る様々な段階で，独自の貢献をなしている。
それぞれ独立して発展した技術であっても，補聴
器で実践されているように，情報の迂回経路を担
う一連の技術群として見直し総合設計することで，
更に効果的な音のバリア解消につながるものと思
われる。（カテゴリ A）

3.3 聴覚分野の音バリアフリー（倉片，坂本）

3.3.1 国内外の標準化動向

•報知音にかかわる標準化
近年の消費生活製品には，「報知音」を組み込ん
だものが多い。しかし，この報知音が “分かりに
くい”あるいは “高齢者には聞き取りにくい” こと
が問題点として指摘されてきた [20]。そこで，こ
れらの問題に対処するために，報知音に関わる 2
つの高齢者・障害者配慮設計指針 JIS（S 0013及
び S 0014）[21, 22]が制定されている。

S 0013では，報知音の推奨時間パターンが規定
されている。製品の種類等にかかわりなく報知内
容ごとに類似パターンの報知音を使用することで，
ユーザの混乱を避けるのが狙いである。この規格
では，視覚障害者の希望により「基点音」が新た
に導入された。これは，操作メニュー上の現在位
置を音で示す工夫である。また，高齢者の聴力低
下を考慮して「報知音の周波数は 2.5 kHzを超え
ないことが望ましい」と明記された。

S 0014は，周囲の生活環境音等の妨害音を考慮
して，高齢ユーザにも聞き取り易い報知音の音量

設定方法を規定したものである。報知音として適
切な音量の下限値と上限値を規定している。
音バリアフリーに関わる製品の仕様は，製造者

や生産国を問わず共通化されるのが望ましい。そ
こで，JIS S 0013及び S 0014の ISO規格化に向
けた審議が，2007年 4月より TC159（人間工学）
にて行われている。
今後標準化が望まれるものとして，製品操作を

説明する音声ガイドの仕様，公共空間の音声アナ
ウンスの品質評価法及び音量設定法，音案内（誘
導鈴）の音源選択法や設置方法等が挙げられる。
• ISO/IECガイド 71と ISO/TR 22411

ISO/IEC ガイド 71 [23] が，日本提案により
2001 年 11 月に制定された。このガイドは，
ISO/IEC 規格の作成者に対して，高齢者・障害
者のニーズに配慮するための指針を提供すること
を目的としている。
更に，ガイド 71の趣旨を個々の規格に的確に

反映させるために，高齢者・障害者の特性（聴覚
他，感覚・身体・認知のあらゆる特性を含む）の
加齢変化と障害の補償手段を体系的にまとめた技
術報告書 ISO/TR 22411 [24]が，2008年に制定
される見込みである（倉片）。（カテゴリ A）

3.3.2 補聴器及びフィッティング

•近年の補聴器
現在一般に流通している補聴器の大部分は “ディ

ジタル補聴器”である。以下に，現在のディジタル
補聴器に搭載されている主な機能を列記する [25]。

(1) 指向性処理：騒音の到来方向を推定した上
で，その方向からの音信号に対する利得だけを低
減する機能

(2) 騒音抑圧：単一マイクロホンによる騒音抑
圧処理で，音声帯域は強調し，定常騒音帯域は抑
圧する機能

(3) マルチバンドコンプレッション：入力音を
複数の周波数帯域に分割し，各帯域に独立の入出
力特性を持つ AGC（自動利得調整）

(4) ハウリング制御：マイクとイヤホンの距離
が極めて近い補聴器に特有のハウリングをディジ
タルフィルタによって制御する機能

(5) 環境適応：現在の音環境を推定し，それに
応じてパラメータを最適値に設定する機能
•補聴器フィッティング
感音性難聴においては，オージオグラムから見
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える最小可聴閾値の上昇値以外にも，リクルート
メント現象や，周波数選択性，時間分解能など，
様々な種類の聴覚的な劣化が認められる [26]。
近年，難聴者の周波数選択性を視覚的に表示で
きる「FSMap」と呼ばれるシステムが提案されて
いる [27]。これは，入力信号の周波数とレベルに
応じて周波数選択性の劣化度合いを視覚的に表現
するものであり，今後の補聴器フィッティング技
術の進歩に寄与するものと期待されている（坂本）。
（カテゴリ A）

3.4 騒音・振動，建築音響分野のバリアフリー

（船場，佐藤）

3.4.1 視覚障害者の聴覚情報利用

太田は，聴覚情報利用に関する視覚障害者への
様々な調査から，視覚障害者の聴覚情報の利用目
的は大きく危険の回避と環境把握に分類できるこ
とを示し，環境把握のための聴覚情報については
同じ情報であっても状況もしくは人によって利用
の仕方が大きく異なることを示した [28]。
鹿島らは携帯型の移動支援装置を用いて，市街
地で視覚障害者を対象とする歩行実験を行い，視
覚障害者が携帯端末から音声情報を受け取りなが
ら歩行することにより，自己の定位，メンタルマッ
プの作成，歩行意欲の促進がはかられることを示し
た。また，個人へのローカルな音声情報提供によ
り，過大な案内放送を削減できることから街に静け
さを取り戻す一歩となることを提案している [29]。
また，永幡は，施設が設置されたものの実際には
視覚障害者の役に立たず使用されていない事例につ
いて調査し，具体的な問題提起を行っている [30]。
松野らは音響式信号機についてその設置方法や音
量，スピーカの指向性等を調査すると共に，音響
式信号機の音をうるさいと感じている近隣住民が
多いことを明らかにしている [31]。武田らは，首
都圏の駅における調査研究から盲導鈴の設置実態
や駅職員が盲導鈴の音を耳障りに感じることを指
摘している [32]。船場は，全国の視覚障害者を対
象とし，歩行に必要な情報内容等を総括的に調査
した。この結果，現状の音環境では，特に高齢の
視覚障害者は音による案内に不満を抱く割合が高
く，必要な情報が聞き取れない状態にあること，障
害の重い視覚障害者は街をもっと静かにして環境
音も含めたより多くの音が聞こえ易い環境，つま
り情報の SN比が大きい環境を作って欲しいと望

んでいること，視覚障害者にとって良い音環境が
健常者にとっても良い音環境であることが重要だ
と捉える視覚障害者が多いことを示した [33]。
牧田らは，現在使われている視覚障害者用誘導

鈴の定位精度について，公共空間を想定した暗騒
音を付加し，定位実験を行い，ホワイトノイズを
精度良く定位できる健常者と視覚障害者について，
1©健常者と視覚障害者に前後誤判定の差はみられ
ない，2©SN比が低くなるにつれ，前後誤判定率は
増加する， 3©誘導鈴を完全に聞こえる音量で提示
しても，高い率で前後誤判定がみられ，有効に作用
しない場合がある，ということを明らにし，誘導
鈴デザインの基本的かつ重要な情報を示した [34]。
（カテゴリ C）

3.4.2 難聴生徒のための教室の音環境

西沢は，難聴生徒の教室音環境に関する実態把
握を目的として行われた全国アンケート調査によ
り，教室や指導室の建築音響的仕様について指導
者が不満感を持っていること，それが室の仕様に
よって左右されていることを明らかにした。また，
室内騒音はより小さくという要求，反射音につい
ては床がカーペット敷きであれば天井あるいは一
つの壁面が吸音処理されれば良い程度であること
を示した [35]。（カテゴリ A）

3.4.3 空間内の音声コミュニケーション

日本建築学会音声伝送性能設計・評価指針作成
WGでは現在空間の音声伝送品質に関する学会と
してのスタンダードを作成している。空間によっ
て主となるコミュニケーション形態は異なると同
時に，音場としても騒音制御が主となる空間，反射
音制御が主となる空間及び音響設備を考慮しなけ
ればならない空間などがあり，議論中である [36]。
また，社会の高齢化が進むにつれ，高齢者配慮

は特別ではなくなってきている。一般的な高齢者
に関して，加齢による聴力損失は騒音の 5 dB程度
の増加に相当し，20～25%程度の単語認識率の低
下が見込まれる [37]。音声加工や電気音響による
残響音のバリアフリー技術の開発が行われている
のは前述のとおりである [3–6]。音声帯域を強調す
るような補聴器を使用している場合には残響音も
音声帯域に含まれるので，残響音に対する対策は
重要である。（カテゴリ A）

3.4.4 高齢者をとりまく音環境と聴覚情報

船場が行った公共空間の音環境における高齢者
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の音情報活用の実態調査によると，高齢者は日常
的な行動エリアにおいては大きな不便を感じては
いないが，日常的な行動エリアを出て単独で行動
することについては消極的な高齢者が多い事が示
されている。これは聞き取りにくい案内放送に耳
を傾けたり行動途中で様々な情報を入手したりす
ることを億劫だと感じると共に，間違った行動を
とってしまうことへの不安や緊張が関係しており，
聴覚情報を得易くすることが高齢者の行動範囲を
拡げる一つの要因となる可能性があることを指摘
している [38]。（カテゴリ A）

3.4.5 心のバリアフリーと音環境のユニバーサ

ルデザイン

音響的バリアは情報取得の可否のみならず心理
的・社会的な影響も持っている。音響技術によっ
てすべてが解決するわけではないが，少なくとも
質の良いコミュニケーション手段の提供，コミュ
ニケーションや情報取得の阻害をしない環境づく
りは行っていかなければいけない。すべての人が
障害等の程度を問わずに必要と感じる情報がさり
げなく必要なところに存在するようなサポートの
仕方を考え，実現していくことが求められている
のではないだろうか。このためには，音を加える
ことを第一に考えるのではなく，環境騒音のレベル
を下げ残響過多の環境をなくすなど，音を削減する
対策から始めることが重要である。（カテゴリ A）

4. バリアフリー新法，音ガイドラインにみる
行政の動向と学会の役割

公共空間，都市・建築空間における最近のバリ
アフリーに関連する規範として，“すべての人のた
めのデザイン”を意味する「ユニバーサルデザイ
ン」の考え方を，公共交通やまちづくりにも生か
していくべきということから，国土交通省は 2005
年に「ユニバーサルデザイン政策大綱」[39]を取り
まとめた。そして昨年，1994年に制定されたハー
トビル法は廃止され，新たに「高齢者，障害者等
の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ
リー新法）」がスタートした [40]。これはバリアフ
リーを面的に展開していくことを目指すと共に，
心のバリアフリー化等ソフト面に対しても配慮し
た法令と言える。
音に関連するものとしては 2002年 12月にそれ
までの段差解消等を中心とした整備ガイドライン

に，音による移動支援の項目を追加する形で示さ
れた「音ガイドライン」[41]がある。これは主に視
覚障害者の移動支援を目的として，駅施設の 5か
所（改札口，エスカレータ，トイレ，プラットホー
ム上階段，地下鉄駅出入口）に音声やサイン音を
流すというものである。公共空間での音声やサイ
ン音について公的なガイドラインが作られたこと
は画期的であるが，この音ガイドラインでは具体
的なスピーカの設置場所や音量設定の方法，不必
要な騒音や音楽を排除する方法や基準については
触れられていない。つまりこの音ガイドラインは
音源サイドについての大まかなガイドラインであ
り，設置される施設側，建築空間サイドについて
は言及できていない。これまで横山らが実施した
調査 [42]で指摘されているように，多くの駅の音
環境は決して良好な状況ではない。音環境を改善
せずに，次々と音案内が設置された場合，さらな
る音の氾濫を生みだし，一般利用者が喧騒感を感
じるばかりでなく，肝心のユーザである視覚障害
者の移動支援にも大いなる支障を来すものと考え
られる。
音ガイドラインがこのような問題点を含んでい

ることの原因として，策定の際に音の専門家の関
与が少ないことが挙げられるであろう。この音ガ
イドラインあるいは現在改定されつつある整備ガ
イドラインの具体化において大きな影響力を持つ
のが，福祉のまちづくり学会及び土木学会土木計
画学調査研究委員会である。ここでは定期的に研
究発表会等が行われ，活発な活動が展開されてい
るが，研究項目に音に関連するものはほとんど見
当たらないのが現状である。一方，音響学会を中
心とする音専門の学協会において展開されている
音環境のバリアフリーに関する調査研究は，数は
少ないながらもレベルは高く，様々な問題提起が
なされている。しかしこれらの重要な調査研究が
国レベルの政策につながる土俵に乗っていないの
が実情である（船場，佐藤）。

5. 音バリアフリー調査委員会の今後の活動
方針

音バリアフリー調査研究委員会としては，「音
バリアフリー環境の実現を目指す」ことは，日本
音響学会の社会貢献の重要な一翼を担うことを念
頭に，第 1に，先に定義した音バリアフリーの観



音バリアフリーの現状と課題 729

点に立って改めて環境と技術の現状を見直し，問
題を抽出すると共にその問題の解決策を検討（研
究）する必要がある。そのためには，ここで紹介
した音バリアフリーに関わる各研究分野での従来
の研究を横軸とし，音バリアフリー研究分野にお
ける目的に沿った縦軸を明確にする必要がある。
第 2に，聴覚，視覚などの感覚器の性能劣化，運
動能力の劣化が進行する年齢層が増加する高齢社
会にあって，健常者を中心に設計されてきた現在
の様々な環境を，高齢者も障害者も健常者も快適
に使用できる環境設計ためのガイドラインの作成
に貢献できる学術的資料を作る必要がある。第 3
に，研究成果に基づき，インフラストラクチャー
の整備を促進するための，公共事業体，自治体，行
政等への働きかけ，協力等も行う必要がある。第
4に，問題解決のための研究促進を図るため，公的
研究資金の獲得を併行して目指す必要がある。第
5に，問題解決法として得られた知識・情報の普
及を行う必要がある。第 6に，恒常的にかかる諸
課題を追求するために，調査研究委員会から研究
委員会への転換を目指す必要がある。また，諸課
題の解決と実現を目指す場合，必要に応じて，他
学会との連携をとること等を念頭に置いている。
特に国レベルのバリアフリーやユニバーサルデ
ザイン施策に音の視点を積極的に取り入れるにあ
たっては，より幅広い分野・領域の学協会，研究組
織との連携も重要である。そのためには少なくと
も，音に関連するバリアフリーの研究者・実践者
は，情報交換，情報共有に尚一層取り組み，共に
手を携えて都市計画，交通計画，まちづくり，情
報通信計画等における具体的なバリアフリー化に
一石を投じていく必要がある。

6. ま と め

本解説は，「音響学会の研究分野で音バリアフ
リーに関係することがらを網羅して全体をながめ
ることができるように」纏めたもので，スペシャル
セッション「音バリアフリーの実現を目指して」，
聴覚研究会との合同研究会に引き続く “生まれた
ての”音バリアフリー調査研究委員会としての第
三の取り組みである。まだ委員会として十分な議
論がなされていないため，主張には多分に担当者
の独断が含まれている可能性があることをご承知
置き願いたい。

社会的に要請される問題を解決するという音バ
リアフリーに関する研究は，問題を解決すること
自体が重要であることは自明であるが，研究者に
とっては論文として発表できるかどうかも重要な
問題である。かなりの問題は，問題の在り方さえ
理解できれば，従来の縦割りの学問分野で培われ
た既成の技術，既存の知識を統合することによっ
て解決される可能性がある。もし，解決に成功す
れば，これは既存の知識を組み合わせにより新し
い目的を達成することであるから，明らかに論文
として報告できる研究である [43]。もちろん既成
の技術あるいは知識の組み合わせで，すべての問
題が解決できるわけではなく，現実には新しい技術
の開発が必要とされる場合も多いものと思われる。
関係者のご理解とご協力のほどお願いしたい

（上羽）。
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